
1.横浜を動かしている人々

　横浜市民とは何か。こうきかれると，それはわかり

きったことのように思われる。多くの人は，たぶん，

それは横浜市に常住している人だと答えるだろう。国

勢調査で調査した人口はこれであって，その場合に，

「常住している人」というのは「当該世帯に３ヵ月以

上住んでいるか，あるいは３ヵ月以上にわたって住も

うと思っている人」のことだと定義されている。横浜

市の人口160万という場合の市民とは，このような人

たちのことである。このような意味での横浜市の常住

人口が横浜市民であることは，いうまでもない。しか

し横浜のような大都市では，そこで経済的にも社会的

にも活動している人たちは，横浜に常住している人ば

かりではない。市外に住んでいるが，仕事は横浜でし

ているという人も多いのである。国勢調査でいう昼間

人口である。この人だちも横浜市を発展させる力であ

る。したがって，横浜市民としては，このような人々

もいれて，考えるべきだろう。

　横浜市は，巨大な都市であるから，その市の実態を

とらえるためには，総体的に人口という形でみること

が必要だが，そり場合でも，ただ全体としての数字だ

けをみるのでなく，どういう背景をもった人々が，ど

ういう仕事をしているか，どういう生活をしているか

を，みなければならない。横浜市人口の構造や質とい

う問題はこれである。

　要するに，横浜市の人口の動向や構造をみることの

意味は，あくまで，現実に横浜市という私たちの社会

を動かしている市民，そこに生活している市民の姿を

全体的に，客観的にとらえることにあるのである。

2.人口からみた首都圏のなかでの

　　横浜市の位置

１　東京を中心とした首都圏内の人口集中と分散

・人口は160万を突破した　　横浜市の人口は，昭和

38年12月１日で160万をこえた。人口の点では，東京

大阪・名古屋についで全国で第４位の大都市である。

まことに横浜市の最近における人口増加のいきおいに

は,目ざましいものがある。このように，横浜市が人

口増加をみたということは，たしかにその発展を表わ

しているが，同時に，人口の急激な増加は，住宅問

題，交通問題，あるいは青少年問題等，市民生活のあ

らゆる面に深刻な問題を提起している。

　なぜ，このように急激に横浜市の人口は増加してい

るのか，その内容はどうか。これらの問題を理解する

ためには，われわれは横浜市の人口の動きを，全国的

な視野の中で，とくに東京都との関係，首都圏の動向

と結びつけて考えなければならないだろう。

　明治いらい，日本の人口は，東京および大阪を中心

とする地域へたえず集中をつづけてきたが，戦後は，

農村人口の絶対数が減少するほどに，京浜，阪神，中

京地帯の６大都市への人口集中が，はげしくなった。

昭和35年の国勢調査の結果が発表されたとき，最も驚

かされたことの一つは，昭和30年から昭和35年までの

５年間に，全国26の県で，人口の絶対数が減少したと

いうことであった。他方，人口増加をみた都道府県の

うちでも増加率が，全国平均（4.6％）より高かったの

は，北海道・埼玉・千葉・東京・神奈川・愛知・大阪

・兵庫であったが，そのうちでも東京・神奈川・愛知

・大阪はとくに高かった。

・東京の人口はどこへ流れていくのか　　大都市への

人口集中は，単に一都市の人口増加ではなく，その都
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図1－1　　首都圏地域の人口増加率（35年37年平均）

市自体の周辺への拡大という形をとる。人口集中をみ

た大都市が，さらに人口拡散をし，周辺の農村地帯を

都市化し，近隣の小都市をその大都市へめ通勤者の住

宅地化し，あるいは，新らしく大郊外住宅団地を生み

だす。東京を中心とする，いわゆる首都圏の問題はこ

れであるが，東京の場合には，中央集権的性格を強く

もった曰本の政治・経済・文化の特殊な性質が，これ

をとくに強くした。
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　全国からの東京への人口集中は，ついに東京の人口

をして1,000万を突破させたが，昭和30年ごろからは

それは限界に達し，周囲の地域への人口分散の傾向が

現われた。東京への全国からの転入は依然として多い

のであるが，同時に，東京から周辺地帯への転出も急

激に増加しはじめたのである。そして，東京の近県に

東京への通勤者居住地域を多く造りだした。



・東京周辺都市における横浜の特異性　　最近では,

東京へ全国から転入が続いているのに，神奈川・埼玉

・千葉の３県は東京からの転出超過になっている。そ

して神奈川県へは最も多いのである。今日，最も急激

な人口増加をみているのは，これらの県のなかの中小

都市であり，またこのような人口増加率の大きい市町

村ほど，東京への通勤者の多い地域である。そのなか

には，川崎市や千葉市，平塚市のように旧来の中都市

であったものが，東京からの転入者を，急激に受けい

れて人口増加をし，いわゆる衛星都市となったという

型もあれば，大宮市や武蔵野市のように農村地域に大

規模な団地が作られた地域もある。東京への人口集中

の抑制，都市化の傾向の計画化等のために幾つかの隣

接中小都市を結合して，新しい都市地域を出現させよ

うとしている場合もある。このような首都圏の動きの

なかに横浜市は置かれているのである。しかし，横浜

市は，いうまでもなく，東京都の団地でもなければ，

急激に郊外住宅地化してくる中都市でもない。それは

独自の発展をしてきた（もちろん京浜工業地帯の一環

として，また大港湾都市として，日本資本主義の成立

発展という流れの中で，重要な位置を占めてである）

大都市であり，それなりに全国的な都市化の動きの一

つの重要な焦点となってきた。しかし，またその最近

の人口増加は，東京都の人口拡散と結びつけないと，

それを理解できないのであるよ最近では，首都圏のな

かで独立型の大都市として人口増加をみているのであ

る。しか乱東京都と，その郊外住宅地化されている

中都市（横須賀市，平塚市等）との間に位置して，同

時に自己の中に近代的な大都市として，人口拡散的な

要因を含んで発展しているのである。横浜市の人口の

社会増加率は，後にみるように，最近では，6大都市

のなかで最も高い。その反面，6大都市のなかで，昼

間人口が夜間人口より少ないのは横浜市だけである。

この事実は，まさに，全国的な動向と，首都圏のなか

での横浜市の占める位置の意味を示しているといって

よいだろう。

２　横浜市人口増加のパターン

・人口増加のあゆみ　　図1―2にもみられるように

横浜市の人口は，明治22年にはじめて市制が施かれた

時には12万であった。（ちなみに，市制施行以前は，

明治２年が２万８千589人，明治10年で５万７千818

人であった）　それが昭和の初期には50万をこえ，戦

時中の昭和18年には100万を突破していた。しかし，

空襲や終戦によって再び60万台まで減ったが，また戦

図1-2　横浜市の人口推移
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後の復興とともに，徐々に回復し，昭和26年には再び

100万となった。その後はしばらく増加傾向を鈍らし

たのであるが，それが，昭和32年頃から，また非常な

勢いで増加してきた。

　表1－1は横浜市の戦後の人口増加率を示したもの

であって，これでみても明らかなように，昭和23,24,

25年当時は増加率は5％台であったのが，その後は４

％，3％，そして29年，30年，31年には2%台に下っ

てしまった。このように，横浜市の人口増加は，戦後

の数年間は，空襲，終戦によってほとんど半減したの

であるから，そして横浜を離れた人々も地方で生活が

できるわけではなかったから，再び横浜市に戻るのは

当然であった。これに，自然増も加わって回復はした

が，その速度は速いとはいえなかった。それも，30年

頃には停滞気味を示していたのである。これには，横

浜市が広い地域にわたって外国軍隊に接収され，その

解除がまた遅れたために，横浜市自体の経済的復興が

遅れたことが，大きく関係していたといえよう。

・増加率は６大都市で第１位　　このように戦後の横

浜市人口の増加は一時停滞したが，それが昭和32年頃

表1-1　戦後の人口増加率　　　　　　　　　　　（％）
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表１－２ 戦後人口増加率　６大都市比較

から再び高まり, 35年以後の増加傾向は，とくに顕者

になった。これは，表1―2の６大都市の戦後人口増

加率の比較をみても明らかであって，昭和30年までは

横浜市の人口増加率は，京都市は別として，神戸市よ

りはやや高く，東京都区部，大阪市，名古屋市よりは

低かったのである。それが30年以後になると，前にも

のべたように，大都市のなかで最高となってしまっ

た。とくに社会増加率が大きいのである。戦後のベビ

ー・ブームの時期は別として，出生と死亡との差によ

る自然増加率は，それほど変化していないが，転入転

出の差による社会増加率は，大きく変化している。要

するに最近の横浜市への転入は非常に多かったのであ

る。

・東京からの人口増加が過半数　　それならば，いっ

たい，この人々はどこから横浜市に転入してきたので

あろうか。これについては，充分な資料を得られない

が，ただ，昭和35年の国勢調査で, 1年前の常住地を

調べているから，これを基礎にして，ある程度推測す

ることができる。



表１-３　　６大都市における１年前の常住地別１才以上人口（1%抽出）

　表1―3，1―4は１年前の常住地別1才以上人口と

その構成比を， 6大都市について比較したものである

が, 1年前常住地が他県であったもり，すなわち，こ

の1年間に県外から転入しできたものの割合は，横浜

市は東京，大阪についで多い。１年前常住地が他県で

ある場合どの地方が多いかというと，関東地方，中部

地方，東北地方が多いが，これを都道府県でみると，

とくに多いのは東京都で, 35年国勢調査全国集計の結

果では, 1年前他県に常住していたもの７万６千576

人のうち，2万８千778人は東京にいたのであった。

実に37％強である。これは横浜の最近の人口増加と東

京都の人口移動との深い関係を示している。このこと

は，東京都の人口増加の勢いが，昭和33年頃を境にし

て，弱まってきたということからしても考えられる。

それは，この頃から，東京都では，転出する者が増加

しはじめたのであり，しかも，その転出は，神奈川，

埼玉，千葉の３県に集中し，神奈川県は首位にある。

このことからしても，最近の横浜市の人口増加，とく

に社会増加が東京都圏の拡大と関係が大きいといえよ

う。さらに表1―5をみると，最近では，横浜市へ転

入してくる理由のなかで，住宅事情を解決するためと

いうのが最も多く，しかも，東京都からのものがその

過半数を占めていることがわかる。横浜市が，東京都

の郊外住宅地化しつつある傾向を如実に示していると

表１-４　　１年前常住地が他県であるものの数および割合

　　　　　６大都市比較（1才以上人口）
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表1-5　横浜市の理由別社会増とそのうちに占める東京

　　　　　からの数　　　　　　　　　　　（単位人）

いえよう。なお，この表で，家業や病気で転出する者

の方が多いのは，地方から働らきにきている独身者

が，かなり多いことから理解できるだろう。

　転入者の府県地域では，東京を除くと，北海道，宮

城県，福島県，千葉県，新潟県，静岡県，福岡県など

が多く，最も少ないのは滋賀県，奈良県，鳥取県，徳

　島県などである。しかし，全都道府県にまたがってい

る。とのことは，表1－6からも知られる。これは，

各地域からの転出者をそれぞれ100として，そのうち

６大都市へ転入した者め割合であるが，これによると

　横浜市ヘの転入者は，東京，大阪についで多いが，そ

の内容をみて，関東地方からの転入者が比較的多いと

しても，名古屋市における東海地方，大阪市における

近畿地方のように大きな割合ではない。転入者の割合

が比較的大きいことと，その転出地が全国的に比較的
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平均して分散していることは，東京と似ている。

表１-６　転入前の居住地別府県外転出者中大都市に転入し

　　　　　た者の割合(1959年）

　つぎに，これらの人々が，市内のどの地域へ多く転

入しているかを，区別に見た最近の人口増の傾向に関

連させて検討してみよう。
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